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Ⅰ．車両故障等の発生状況とその防止対策について
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1. 東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社

及び西日本高速道路株式会社の調査に基づく高速道

路における車両故障の発生状況

2. 国土交通省の調査資料に基づく「一般道路」及び

「高速道路」における路上故障の発生状況

3. 自動車事故報告規則に基づく事故報告のうち、車両

故障に起因する事故の状況
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１．車両故障の発生状況
（１）高速道路における車両故障の発生状況

１）高速道路における車両故障の発生件数の推移

令和３年中の高速道路における車両故障件数は、8５,9４７件
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[図―1] 高速道路における車両故障発生件数の推移
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[図－２] 高速道路における車種別故障発生状況
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２）車種別発生状況

車種
項目

乗用車 小型貨物 普通貨物 バス その他 計

故障件数
50,264
(52,172)

12,732
(12,948)

19,561
(19,518)

433
(334)

2,957
(2,949)

85,947
(87,921)

上：令和３年 下：令和２年

[表－２]
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３）車種別の故障内容別発生状況

故障内容
車種

オーバー
ヒート

始動点火
系統不良

タイヤ・
ホイール
破損

燃料切れ
動力伝達
装置不良

燃料系統
不良

その他 計

乗用車
4,795
(4,698)

7,634
(8,736)

21,303
(16,729)

5,221
(5,520)

1,754
(9,125)

895
(956)

8,662
(6,408)

50,264
(52,172)

［表－３］

上：令和３年 下：令和２年
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32.1%
10.6%

17.5%
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1.8%

17.2%

[図－３] 乗用車の故障内容別発生状況
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３）車種別の故障内容別発生状況

故障内容
車種

オーバー
ヒート

始動点火
系統不良

タイヤ・
ホイール
破損

燃料切れ
動力伝達
装置不良

燃料系統
不良

その他 計

小型貨物
1,522
(1,545)

1,657
(1,849)

5,094
(4,102)

1,173
(1,223)

744
(2,169)

343
(356)

2,199
(1,704)

12,732
(12,948)

［表－４］

上：令和３年 下：令和２年

11.9%

14.3%

31.7%
9.4%

16.8%

2.7%

13.2%

12.0%

13.0%

40.0%

9.2%

5.8%

2.7%

17.3%

[図－４] 小型貨物車の故障内容別発生状況
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３）車種別の故障内容別発生状況

故障内容
車種

オーバー
ヒート

始動点火
系統不良

タイヤ・
ホイール
破損

燃料切れ
動力伝達
装置不良

燃料系統
不良

その他 計

普通貨物
2,826
(2,753)

1,879
(2,959)

6,581
(5,142)

651
(714)

2,150
(3,720)

873
(878)

4,601
(3,352)

19,561
(19,518)

［表－５］

上：令和３年 下：令和２年

14.1%

15.2%

26.3%3.7%

19.1%

4.5%

17.2%

14.4%

9.6%

33.6%3.3%

11.0%

4.5%

23.5%

[図－５] 普通貨物車の故障内容別発生状況
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３）車種別の故障内容別発生状況

故障内容
車種

オーバー
ヒート

始動点火
系統不良

タイヤ・
ホイール
破損

燃料切れ
動力伝達
装置不良

燃料系統
不良

その他 計

バス
131
(50)

43
(56)

128
(70)

23
(18)

46
(64)

11
(19)

51
(57)

433
(334)

［表－６］

上：令和３年 下：令和２年

15.0%

16.8%

21.0%5.4%

19.2%

5.7%

17.1%
30.3%

9.9%

29.6%

5.3%

10.6%

2.5%

11.8%

[図－６] バスの故障内容別発生状況
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４）故障内容別発生状況の推移

故障内容別発生件数の推移をみると、依然として、「タイヤ・ホイール破損」が３万
３千件を超え、全体の約３９％を占めています。
全体的に減少傾向な中「タイヤ・ホイール破損」が増加傾向となっています。
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[図－７]高速道路の故障内容別発生件数の推移
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４）故障内容別発生状況の推移
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[図－８] 高速道路の故障内容別構成比の推移
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（２）令和３年路上故障の実態調査結果（令和3年9月～11月）

「一般道路」では「電気装置」が33,674件（40.0％）で最も多く、次いで「走行装
置」27,304件（32.4％）、「燃料装置」7,034件（8.4％）との順になっている。
「高速道路」では、「走行装置」が307件（49.4%）と最も多く、次いで「燃料装
置」84件（13.5%）、「電気装置」67件（10.8%）との順になっている。
このように、「一般道路」と「高速道路」では故障発生状況に違いが見られます。

（ ）は、各総計に対する発生件数割合（％）を示す。

［表－１］道路別・装置別故障発生件数及び割合

表－１ 道路別・装置別故障発生件数及び割合 令和3年9月～11月

NO. 装置名
発生件数

一般道路 高速道路 全体
1 電気装置 33,674 (40.0) 67 (10.8) 33,741 (39.8)
2 走行装置 27,304 (32.4) 307 (49.4) 27,611 (32.6)
3 燃料装置 7,034 (8.4) 84 (13.5) 7,118 (8.4)
4 エンジン本体 6,919 (8.2) 66 (10.6) 6,985 (8.2)
5 動力伝達装置 3,498 (4.2) 30 (4.8) 3,528 (4.2)
6 冷却装置 2,834 (3.4) 36 (5.8) 2,870 (3.4)
7 電子制御装置 1,083 (1.3) 6 (1.0) 1,089 (1.3)
8 潤滑装置 812 (1.0) 23 (3.7) 835 (1.0)
9 制動装置 649 (0.8) 2 (0.3) 651 (0.8)

10 かじ取り装置 362 (0.4) 1 (0.2) 363 (0.4)
総 計 84,169 (100.0) 622 (100.0) 84,791 (100.0)



（２）令和３年路上故障の実態調査結果（令和3年9月～11月）

［表－２］一般道路における故障部位別発生率

［表－３］高速道路における故障部位別発生率

順位 部位 発生率 主な故障状況

１ タイヤ 32.1％ ●パンク、バースト●空気圧不足

２ バッテリ 29.7％ ●過放電●破損、劣化●端子部接続不良●液不足

３ オルタネータ 4.9％ ●ブラシ不良●レギュレータ不良●ダイオード不良●コイル断線

４ 冷却水 1.8％ ●不足、水漏れ●汚れ●凍結

５ クラッチ 1.3％ ●すべり●オイル漏れ●ワイヤ（リンク）不良●切れ不良

６ トランスミッション(A/T) 1.2％ ●ギヤ操作不能●オイル漏れ・不足●異音

７ スタータ 1.0％
●リレー不良●端子部接続不良●かみ合い不良●イグニッションス
イッチ不良

８ 潤滑油 1.0％ ●オイル不良●オイルパンからの漏れ

９ ファン・ベルト 0.7％

１０ ラジエータファン 0.6％

その他 25.8％

順位 部位 発生率 主な故障状況

１ タイヤ 49.0％ ●パンク、バースト●空気圧不足

２ オルタネータ 4.3％ ●ブラシ不良●レギュレータ不良●ダイオード不良●コイル断線

３ 冷却水 4.0％ ●不足、水漏れ●汚れ●凍結

４ 潤滑油 3.7％ ●オイル不良●オイルパンからの漏れ

５ トランスミッション（A/T） 2.４％ ●ギヤ操作不能●オイル漏れ・不足●異音

６ バッテリ 1.1％ ●過放電●破損、劣化●端子部接続不良●液不足

７ ラジエータファン 0.8％

８ クラッチ 0.8％ ●すべり●オイル漏れ●ワイヤ（リンク）不良●切れ不良

９ ファン・ベルト 0.6％

１０ ＩＧコイルイグナイタ 0.6％

その他 32.5％ 13
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（３）車両故障に起因する事故の状況

装置別にみると、「原動機」が547件（24.9％）と最も多く、次いで「動力伝達装
置」378件（17.2％）、「電気装置」261件（11.9％）となっている。
最近の推移をみても、事故報告件数の車両故障件数が占める割合は、年々増加し、
全体のほぼ半数を占めています。

①全国における状況

［表－１］事業用自動車等の装置別車両故障件数（速報値）の推移（全国）

年度
装置名

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

平成
30年

令和
元年

令和
2年

令和
3年

操縦装置 32 22 22 22 17 16 19 17 17 18

制動装置 132 149 144 105 120 160 172 159 195 125
車枠・車体 11 15 12 12 13 8 17 19 23 16
車軸 18 21 18 12 12 24 24 15 16 23
車輪 37 29 38 32 48 57 96 70 92 95
緩衝装置 89 94 113 86 85 76 81 74 44 56
動力伝達装置 408 440 429 426 465 416 406 375 295 378

電気装置 488 410 401 332 301 320 319 275 259 261

原動機 526 625 628 564 651 604 745 732 506 547
連結装置 1 0 2 0 0 0 2 2 0 1
その他 574 650 675 705 795 822 766 746 705 673
車両故障事故件数（Ａ） 2,316 2,455 2,482 2,296 2,507 2,503 2,647 2,484 2,152 2,193
事故報告件数（Ｂ） 5,366 5,573 5,545 5,271 5,469 5,390 5,560 5,175 4,256 4,391
Ａ／Ｂ（％） 43.2 44.0 44.8 43.6 45.8 46.4 47.6 48.0 50.5 49.9
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（３）車両故障に起因する事故の状況

②関東運輸局管内における状況

令和３年の関東運輸局管内における車両故障に起因する事故報告件数は、
895件（令和２年は906件）となっている。
主な事例を[表－３]に掲載。

［表－２］事業用自動車等の装置別車両故障事故件数(令和3年)関東運輸局管内

※「電気装置」欄は、バッテリ、冷暖房の配線等を含む電気系統全般
※「原動機」欄は、排気系統、燃料系統等を含む原動機系統全般
※「車輪」欄は、タイヤを含まない。

装置別

種別

操
縦
装
置

制
動
装
置

車
枠
・
車
体

車
軸

車
輪

緩
衝
装
置

動
力
伝
達
装
置

電
気
装
置

原
動
機

連
結
装
置

そ
の
他

計

事業用 バ ス 8 39 1 0 0 15 132 123 176 0 306 800

ハイタク 0 0 0 0 0 0 0 6 3 0 2 11

トラック 2 3 0 4 11 1 11 8 17 0 27 84

計 10 42 1 4 11 16 143 137 196 0 335 895
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２．発生状況からみた車両故障の防止対策
（１）車両故障の発生状況についての概要（まとめ）

① 高速道路における車両故障
・ 令和３年の高速道路における車両故障発生状況は、前年より減少したが

８.5万件超えの車両故障が発生。
・ 車種別の故障発生件数をみると、全体的に減少傾向だがバスの件数が増加

している。
・ 内容別の故障発生件数をみると、「タイヤ・ホイール破損」が全体の39％

を占め、高い割合となっている。

② 令和３年路上故障の実態調査結果
・ 装置別発生件数の割合は、一般道路では、「電気装置」が40.0％と最も高

く、次いで「走行装置」32.4％、「燃料装置」8.4%の順となっている。
・ 高速道路では、「走行装置」が49.4％と最も高く、次いで「燃料装置」

13.5％、「電気装置」10.8%との順になっている。
・ 部位別の故障発生率をみると、一般道路、高速道路共に「タイヤ」が

32.1％、49.0％と高く、主な故障状況として「パンク、バースト」「空気
圧不足」などが挙げられる。

③ 車両故障に起因する事故の状況
• 国土交通省に報告された車両故障に起因する事故では、「原動機」「動力
伝達装置」「電気装置」に関するものが多くなっている。
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（２）車両故障防止対策

① 日常点検
車両故障防止の具体的方法は、このような車両故障の発生状況を基に、
管理する車両の運行状況に応じて、日常点検を確実に励行すること。

② 定期点検
車両故障防止には、過去の車両故障の発生状況を踏まえて重点項目を定
め、定期点検整備を確実に実施すること。

③ 重点項目
重点項目は、車両故障の発生状況を踏まえて定めます。
日常点検及び定期点検整備は、各々の点検項目にこれらの重点項目を加
えて実施すること。

④ 点検実施体制
この点検を継続的に行うためには、運行実態に合わせた点検実施体制を
整える必要がある。
また、具体的には、年間を通して毎月の重点項目を定めたり、貸切バス
予防整備ガイドラインを参考に年間整備サイクル表を車両毎に作成し、
部品の定期交換等を行うことも効果的な方法である。
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３．個別事故事例と再発防止対策

（１）ホイール・ナットの締付け不良等による車輪脱落

車種 年式 発生年月 総走行距離 道路区分 損害

大型トラック 2018年 2021年6月 427,192km 一般道路 なし

１．《事故の概要》
一般道を走行中、ＡＳＲの警告ランプが点灯し、車両を路肩に停止させ確認したところ、

左後後輪の２本が脱落していた。
脱落した車輪２本は、150ｍ程手前で発見され、後続車両への被害はなかった。

《推定原因》
一週間前にタイヤの交換を実施

しており、ホイール・ナットの締
め忘れ、トルク不足及び増し締め
未実施が原因と推定される。

脱輪
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（１）ホイール・ナットの締付け不良等による車輪脱落
＜同類事故例と推定原因＞

車種 年式 発生年月 総走行距離 道路区分 損害

トラクタ 2018年 2021年9月 1,000,223km 一般道路 物損

２．《事故の概要》
一般道を走行中、突然下からの衝撃を受け、緊急停車したが、この際、フロントガラス越し

に左後輪のタイヤ１本が道路の縁石沿いを前方に転がり、前方で止まった。
状況を確認したところ、左後輪の２本が脱落しており、もう１本は道路沿いのガソリンスタ

ンドの給油機及び停車中の車両１台に衝突した。
《推定原因》
前々日にタイヤ交換を実施しており、ホイール・ナットの締め忘れ、トルク不足及び増し

締め未実施が原因と推定される。

車種 年式 発生年月 総走行距離 道路区分 損害

大型トラック 2018年 2021年12月 118,530km 一般道路 物損

３．《事故の概要》
一般道を走行中、県道に合流する為、減速した際、左後後輪タイヤ内外２本が脱落し走行不

能になった。
状況を確認したところ、タイヤ１本が10ｍほど手前の路肩で見つかり、２本目が１0㎞ほど

手前で発見され、後続車両２台への接触事故を起こした。
《推定原因》
一週間前にタイヤの交換を実施しており、ホイール・ナットの締め忘れ、トルク不足及び

増し締め未実施が原因と推定される。
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（１）ホイール・ナットの締付け不良等による車輪脱落
＜同類事故例と推定原因＞

車種 年式 発生年月 総走行距離 道路区分 損害

大型トラック 2013年 2021年12月 881,993km 一般道路 物損

４．《事故の概要》
一般道を走行中、交差点信号が赤になり停車したところ、他車両の運転者より、タイヤ

が外れている事を指摘され、降車して確認をしたところ、当該車両の左後前輪のタイヤ２
本が脱落していた。
状況を確認したところ、タイヤ１本は反対車線の乗用車へ衝突、２本目は路外の敷地

フェンスに衝突した。
《推定原因》
一週間前にタイヤの交換を実施しており、ホイール・ナットの締め忘れ、トルク不足

及び増し締め未実施が原因と推定される。

車種 年式 発生年月 総走行距離 道路区分 損害

トラクタ 2015年 2021年10月 1,027,671km 高速道路 なし

５．《事故の概要》
高速道路を走行中、トラクタの右後輪付近からの火花を確認したため、タイヤがバース

トしたと思い、路側帯に緊急停止し、確認したところ、右後輪が脱落していたが、後続車
両への被害はなかった。
《推定原因》
経年劣化によりホイール・ボルトの緩みが生じたことと定期的な増し締めを行っていな

かった事が原因と推定される。
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（１）ホイール・ナットの締付け不良等による車輪脱落
＜同類事故例と推定原因＞

車種 年式 発生年月 総走行距離 道路区分 損害

大型トラック 2018年 2021年10月 478,671km 高速道路 物損

６．《事故の概要》
高速道路を走行中、車両から異音がした為、パーキングエリアで停車し、確認を行った

ところ、左後後輪の外側タイヤ１本が脱落して無かった。
状況を確認したところ、脱落したタイヤは、後方を走行していた車両に衝突していた。

《推定原因》
日常点検での確認不足及び定期的な増し締めを行っていなかった事が原因と推定される。

脱輪
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（１）ホイール・ナットの締付け不良等による車輪脱落

《再発防止対策》
ホイール・ボルトの折損等による脱輪の主な原因は、ホイール・ナットの締過ぎによる折
損が大半、締付け不足の例は少ないのが実態
ハブグリスの量や劣化についても注意をし、定期的な交換が必要！

《点検整備の確実実施》
（１）ホイール・ナットの締付け状態は3ヶ月点検時やタイヤ交換の際、確実に行うこと。
（２）ホイール・ナットの締付けは当該車両メーカーの基準により正しく行うこと。

《乗務員等の指導》
（１）日常点検を確実に行うこと

点検用ハンマを使い、ホイール・ナットの締付け状態を打音等にて確認する。
目視等でホイール、ホイール・ボルト等の腐食や傷、損傷等を確認する。

（２）ホイール交換する場合は、正しい取扱いで行うこと
ホイールやホイール・ボルト、ナットは適合したものを使用する。
取扱説明書や整備マニュアルに記載されている締め付けトルクを確認し正しい取扱い
をすること。
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（２）制動装置・走行装置等の故障による火災
車 種 年式 発生年月 総走行距離 道路区分 損害

バン 2004年 2021年12月 1,028,528km 一般道路 物損

1. 《事故の概要》
一般道を走行中、運転者はブレーキの警告灯が点滅した為、路肩に停車し、ブレーキの

オイル漏れを確認、自ら応急措置を実施後に、配送を続行し、帰庫前に整備工場へ修理依
頼する為、向かったが整備工場に到着したところで左後輪から出火しているのを発見し、
消火作業を行った。

《推定原因》
応急処置が不適切であった為、漏れたオイルに引火したことが原因となり、出火に至った

と推定される。
＜同類事故例と推定原因＞

車 種 年式 発生年月 総走行距離 道路区分 損害

バス 2007年 2021年11月 2,025,188km 高速道路 物損

２. 《事故の概要》
高速道路を走行中、エンジンが吹けないと感じた為、サービスエリアで乗客を代替車両

に移し替え、自走により、回送運行中に高速道路本線合流時、全く加速できなくなったの
で路肩に停車したところ、火災報知器が鳴り、車両後方のエンジンルーム付近から出火
した。消火作業を行い、消防署及び運行管理者に連絡後、消防職員により消火された。
《推定原因》
車両後部の配電盤の配線がショートした事が原因と推定される。
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（２）制動装置・走行装置等の故障による火災
＜同類事故例と推定原因＞

車種 年式 発生年月 総走行距離 道路区分 損害

タクシー 2017年 2021年11月 127,900km 一般道路 物損

３．《事故の概要》
タクシー乗場で、停車していたところ、車室内左後席の後ろにあるクォーターピラー付近

から煙と炎が出ていることを確認し、消火作業を行った。
《推定原因》
リアガラスの熱線からの配線がショートした事が原因と推定される。

車種 年式 発生年月 総走行距離 道路区分 損害

トレーラ 1995年 2021年1月 － Km 一般道路 物損

４．《事故の概要》
一般道を走行中、運転者は車両後方から破裂音がした為、路肩に停車し、確認をしたが

異常を見つけられず、運行を続行した。
その後、走行中に他車両の運転者からトレーラ右後方タイヤが燃えていると指摘され、

緊急に停車し、出火を確認したので消火作業を行った。

《推定原因》
トレーラ右後後輪内側のタイヤがバーストした状態で走行した為、出火したものと推定

される。
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（２）制動装置・走行装置等の故障による火災
＜同類事故例と推定原因＞

車種 年式 発生年月 総走行距離 道路区分 損害

トラクタ 2010年 2021年11月 684,703Km 高速道路 物損

５．《事故の概要》
高速道路を走行中、トラクタ右後輪部付近からの黒煙をマフラーからのススと思い、安全

な場所まで移動し、マフラーの確認を行う予定であったが、次第に白煙となった為、車両を
停止させたところ、右後輪付近から出火した。消火作業を行い、消防署及び運行管理者に
連絡後、消防職員により消火された。
《推定原因》
ハブベアリングが金属疲労により、損傷したことで、右後輪が引き 摺状態となった為、

タイヤが異常加熱され、出火 に至ったと推定される。

車種 年式 発生年月 総走行距離 道路区分 損害

大型トラック 2017年 2021年4月 672,449Km 高速道路 物損

６．《事故の概要》
高速道路を走行中、タイヤがバーストしたのを確認した為、路側帯に車両を停車したところ

左前後輪から出火した。
消火作業を行い、消防署及び運行管理者に連絡後、消防職員により消火された。
《推定原因》
ハブベアリングの異常により、左前後輪が引き摺り状態となったことで、タイヤが路面との

摩擦熱からバーストを起こし、同時に異常加熱されたタイヤから、出火に至ったと推定される。
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（２）制動装置・走行装置等の故障による火災

《再発防止対策》
制動装置の事故の原因は、ゴム部品の劣化やブレーキシステムの不良など、定期的な交換、

点検整備を怠ったことが起因と推定されています。特にエアブレーキ車では、エア・ドライ
ヤー等ブレーキシステム内への水分の浸入やゴムパーツの経年劣化に注意が必要です。故障
発生率では車歴で10年程度が過ぎると不具合が増加する傾向が見られます。
走行装置の事故では、空気圧不足等により走行を続けたためタイヤが過熱されバーストを

起こし、タイヤ片から出火し、車両に引火して火災に至った点検整備不足と推定されるもの
が発生しています。

《点検整備の確実実施》
3ヶ月定期点検を確実に実施すること。
走行装置・制動装置等を重点項目として点検する。
タイヤの空気圧、亀裂・損傷、異常摩耗、溝の深さなど（特に高速道路走行時）。

《整備管理者として乗務員等への指導・教育》
（１）日常点検を確実に行うこと

走行装置・制動装置等タイヤ附近の装置（エア・ブレーキ車は、エア・タンクの凝水の
点検等）を重点項目として点検を実施し、不具合等を発見したら速やかに報告。

（２）走行中、車両に違和感があったら、直ちに停車して車両を確認すること。
「だろう・・」運転は決してしないこと！



（共通）
Ⅰ．車両故障等の発生状況とその防止対策について

Ⅱ．車両故障防止及び整備上の情報について
Ⅲ．国土交通省「自動車点検整備推進運動」について
Ⅳ．運送事業者が行うべき地球温暖化防止のための

「エコドライブ」の実施について（パート26）

（バス関係）
（ハイ・タク関係）
（トラック関係）
（習得度テスト）
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実 務 編



Ⅱ．車両故障防止及び整備上の情報について

28

1. 「路上タイヤ点検結果」の推移とタイヤ点検の徹底について

2. バッテリの爆発を防止するために

3. 車両火災の発生状況



（共通）
Ⅰ．車両故障等の発生状況とその防止対策について
Ⅱ．車両故障防止及び整備上の情報について

Ⅲ．国土交通省「自動車点検整備推進運動」について
Ⅳ．運送事業者が行うべき地球温暖化防止のための

「エコドライブ」の実施について（パート26）

（バス関係）
（ハイ・タク関係）
（トラック関係）
（習得度テスト）

29

実 務 編



Ⅲ．国土交通省「自動車点検整備推進運動」について

１．大型車の車輪脱落事故防止に係る令和３年度緊急対策の実施

について

２． 冬用タイヤ交換時期には確実な作業の実施をお願いします！

～大型車の冬用タイヤ交換時期に向けて、車輪脱落事故防止

対策を強化します～

３． 大型車のタイヤ脱着時はホイール・ナットの点検・整備にご

注意！

～大型車の車輪脱落事故防止に向けて～

４． 全てのバス事業者に『バス火災事故防止のための点検整備の

ポイント』を通知しました

５． 『貸切バス予防整備ガイドライン』を策定しました

６． DPF（黒煙除去フィルタ）など後処理装置付き車の正しい

使用のお願い

30
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１．大型車の車輪脱落事故防止に係る令和３年度緊急対策の実施について
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貨物自動車運送事業者の取り組み
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旅客自動車運送事業者の取り組み
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２．冬用タイヤ交換時には確実な作業の実施をお願いします！
～大型車の冬用タイヤ交換時期に向けて、車輪脱落事故防止対策を強化します～

１．大型車の車輪脱落事故防止キャンペーンを実施

（実施期間：令和3年１０月１日～令和４年２月２８日）

街頭検査における、大型車のホイール・ナットの緩みの確認

運送事業者、タイヤ販売業者、自動車整備事業者等の関係者に向けて、啓

発チラシを活用し確実な作業実施を依頼

自動車運送事業者による「大型車のホイール・ナットの緩みの総点検」を

実施

ホイール・ナットへのマーキング等の活用を推進し、日常点検において、

ホイール・ナットの緩みの点検を重点的に実施するよう啓発

２．令和２年度の大型自動車のホイール･ボルト折損等による車輪脱落事故の

発生件数は１３１件（昨年比１９件増加）

冬期（１１月～２月）で多い

特に東北地域で多く発生

車輪脱着作業後1ヶ月以内に多い

車輪脱落箇所は左後輪に集中
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３． 大型車のタイヤ脱着時はホイール・ナットの点検・整備にご注意！
～大型車の車輪脱落事故防止に向けて～
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【参考資料】新・ＩＳＯ方式ホイール取扱いガイド
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【参考資料】新・ＩＳＯ方式ホイール取扱いガイド
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【参考資料】新・ＩＳＯ方式ホイール取扱いガイド
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４．全てのバス事業者に
『バス火災事故防止のための点検整備のポイント』

を通知しました

平成27年末から平成28年始にかけ、バス火災事故が多発したこと
を受け、バス火災事故防止のために重要な点検整備のポイント

｢バス火災防止のための点検整備のポイント」

をとりまとめ、すべてのバス事業者に対して通知しました。
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４．全てのバス事業者に
『バス火災事故防止のための点検整備のポイント』

を通知しました

「バス火災防止のための点検整備のポイントの概要」

■点検整備のポイント
4つの装置（原動機、制動装置、走行装置、電気装置）毎に火災
防止のために重要な、主な点検整備のポイントを示し、点検整備
を行わなかった場合の火災発生メカニズムを示した。
■運転操作ミスや整備作業ミスなどの防止のためのポイント
火災に至る可能性がある運転操作ミスや整備作業ミスなどについ
てポイントとそれぞれのミスによる火災発生メカニズムを示した。
■バス火災事故の前兆、予兆
バス火災事故の前兆や予兆を示し、その症状や現象、火災につな
がる代表事例を示した。
■バス火災事故発生時の対処
バス火災事故が発生した場合の留意点について示した。
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貸切バス事業者が実施する項目は、以下の2項目

１）交換基準事例を参考にした[整備サイクル表の作成]
２）整備サイクル表に基づく[整備実施記録簿の作成]

～貸切バス事業者が行うべき予防整備の基準事例～

５．『貸切バス予防整備ガイドライン』を策定しました

整備サイクル表

整備サイクル表では交換基準事例を参考に、各事業者
の使用状況を考慮し、バスの構造・装置に応じて定期交
換の期間・距離を設定し、整備サイクル表を作成する

定期点検時に確認するものについては点検間隔を記
載する
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整備実施記録簿

整備実施記録簿では、整備サイクル表に基づいて定期交換等を
実施し、その結果を記載しておきます

点検・交換基準欄へは点検、交換の種分けと整備を実施した走行
距離あるいは年数を記載します

年度欄へは点検・交換基準に応じて実施した年月日と走行距離の
記載をします

また、この整備実施記録簿は車両１台毎に管理ができるように記
載することが必要ですので、「どの車両が・いつ・何を整備した」が
分かるように記載しておきます
この記録簿は、車両を抹消するまで保管しておく必要があります

・事業の許可更新時についても必要な書類です
・適正な管理を実施すること

その他の注意点について



貸切バス予防整備ガイドラインに示す『交換基準 』

●交換基準 事例（〇〇社での制動装置交換基準の例）

別紙１ 貸切バスの定期交換等を行う項目及び交換基準事例一覧（抜粋）

制動装置

下表の状況のＢ社は、スプリング
ブレーキチャンバーについて、４
年ごとに交換またはオーバーホー
ルを実施することを規定している
こと示す。

項目欄中、
上段の「交換またはオーバーホール」の行は、Ａ社からＦ
社の６社の事業者が交換またはオーバーホールの設定をし
ているかどうかを示す。
中段の「（期間）」の行は、交換またはオーバーホールを
実施する期間を示す。
下段の「（距離）」の行は、交換またはオーバーホールを
実施する走行距離を示す。
（「（期間）」と「（距離）」のいずれか早く到達した時点
で、交換またはオーバーホールを実施）

74



●整備サイクル表 事例

［整備サイクル表策定時の留意点］

(1) 整備サイクル表の交換等を行う項目
各事業者は、交換基準事例の整備項目を参考に
バスの構造・装置に応じ項目を選定するとともに、
定期交換等を行う項目を設定。
定期交換等を行う項目として設定しないものに
ついては、法定点検と併せて点検整備することと
なる。

(2) 整備サイクル表の交換等を行う期間・距離
各事業者は（１）で設定した整備項目について、
それぞれの事業者の状況（運行形態、保有車両数、
保有車両の平均車齢、年間平均走行距離、不具合
の発生履歴、蓄積している整備実績等）を考慮し
定期交換等の期間・距離を設定。
設定にあたっては、法定点検に加え交換等を行
う期間・距離であることに注意すること。
なお、別紙１に示す年間整備費用は法定点検、
予防整備及び臨時整備にかかる全ての整備費用
（１台当たり）を含んでいる。

貸切バス予防整備ガイドラインに基づく『整備サイクル表』
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（車両に応じた整備項目を記載すること）



●整備実施記録簿 事例

［整備実施記録簿の運用に係る留意点］

● 各事業者は、整備サイクル表に基づく整備の実施
状況を記録するための整備実施記録簿の参考様式
を参考に整備実施記録簿を用意し、実施状況を記
録。

●車両の適切な管理の観点から整備実施記
録簿は登録を抹消するまで保管すること。

貸切バス予防整備ガイドラインに基づく『整備実施記録簿』
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（整備サイクルに沿った実施状況を記録すること）



［基準概要］

貸切バス事業許可の新規申請及び更新申請時に「安全投資計画」及び「事業収支見積
書」の提出が必要。

「安全投資計画」の添付書面として『整備サイクル表』及び『整備実施記録簿』を求め
るとともに、「事業収支見積書」には『整備サイクル表』に基づき実施する整備費用が
計上されていることが必要。

【根拠】「「一般貸切旅客自動車運動事業の許可及び事業計画変更認可申請の処理について」の細部取扱
いについて」（平成14年1月31日付け、国自旅163号）

●貸切バス事業許可申請時の提出資料（抜粋）
貸切バス事業の許可申請時における整備サイクル表等の提出［参考］

貸切バス事業の許可申請に係る問合せは『各地方運輸局自動車交通部旅客課』まで

●貸切バス事業の許可基準（抜粋）

［基準概要］

『整備サイクル表』には、貸切バス予防整備ガイドラインに示す交換基準事例中の10項
目について交換基準を定めていること。また、10項目以外の全ての項目については、点
検基準を定めていること。

事業者の保有する車両の修繕費は、基準以上の費用が計上されていること。

【根拠】「一般貸切旅客自動車運動事業の許可等における車両の点検及び整備に関する基準について」
（平成29年6月7日付け、国自旅55号）
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６．DPF（黒煙除去フィルタ）など後処理装置付き車の
正しい使用のお願い



（共通）
Ⅰ．車両故障等の発生状況とその防止対策について
Ⅱ．車両故障防止及び整備上の情報について
Ⅲ．国土交通省「自動車点検整備推進運動」について

Ⅳ．運送事業者が行うべき地球温暖化防止のための
「エコドライブ」の実施について（パート2６）

（バス関係）
（ハイ・タク関係）
（トラック関係）
（習得度テスト）
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実 務 編



（共通）
Ⅰ．車両故障等の発生状況とその防止対策について
Ⅱ．車両故障防止及び整備上の情報について
Ⅲ．国土交通省「自動車点検整備推進運動」について
Ⅳ．運送事業者が行うべき地球温暖化防止のための

「エコドライブ」の実施について（パート2６）

（バス関係）
（ハイ・タク関係）
（トラック関係）
（習得度テスト）
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実 務 編



（共通）
Ⅰ．車両故障等の発生状況とその防止対策について
Ⅱ．車両故障防止及び整備上の情報について
Ⅲ．国土交通省「自動車点検整備推進運動」について
Ⅳ．運送事業者が行うべき地球温暖化防止のための

「エコドライブ」の実施について（パート26）

（バス関係）

（ハイ・タク関係）
（トラック関係）
（習得度テスト）
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実 務 編



（共通）
Ⅰ．車両故障等の発生状況とその防止対策について
Ⅱ．車両故障防止及び整備上の情報について
Ⅲ．国土交通省「自動車点検整備推進運動」について
Ⅳ．運送事業者が行うべき地球温暖化防止のための

「エコドライブ」の実施について（パート2６）

（バス関係）
（ハイ・タク関係）

（トラック関係）
（習得度テスト）
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実 務 編



（共通）
Ⅰ．車両故障等の発生状況とその防止対策について
Ⅱ．車両故障防止及び整備上の情報について
Ⅲ．国土交通省「自動車点検整備推進運動」について
Ⅳ．運送事業者が行うべき地球温暖化防止のための

「エコドライブ」の実施について（パート2６）

（バス関係）
（ハイ・タク関係）
（トラック関係）

（習得度テスト）
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実 務 編
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関東運輸局

令和４年度 整備管理者研修



令和４年度 整備管理者研修

1

関東運輸局

法 令 編



Ⅰ．車両故障等の発生状況

１．車両故障の発生状況

２．車両故障に起因する自動車事故報告について

Ⅱ．整備に関する行政情報

１．整備に関する行政情報の提供

２．その他整備に関連する情報提供

Ⅲ．自動車の安全確保と環境保全に関する情報

１．安全確保に関する情報

２．その他の安全・環境に関する情報

2

法 令 編



Ⅳ．整備管理者の役割

Ⅴ．自動車の点検整備（日常点検・定期点検）の内容

Ⅵ．車両管理上必要な関係法令

Ⅶ．車両管理の内容

Ⅷ．運転者等に対する指導教育（方法と実務）

3

法 令 編



Ⅰ．1 車両故障の発生状況

Ⅰ．1．（1）交通事故による負傷者数、24時間以内死者数等の推移

4

令和３年の交通事故による死者数は、２,６３６人で、事故件

数、死者数、負傷者数いずれも前年に比べ減少



Ⅰ．1．（２）事故報告に基づく事故データについて

5

車両故障に起因する事故報告件数

令和3年の報告件数は、昨年より減少している

１）車種別の発生状況

トラック、バス及びハイ・タクの車両故障に起因する事故

件数は減少している

車齢の高い（長期使用）車両の発生率が高くなるが車種別

に見てみると、トラック及びハイ・タクの車齢５年～８年

の間で発生率が高くなっている

２）故障装置別の発生状況

原動機、動力伝達装置、電気装置の故障が多い



Ⅰ．２．自動車事故報告について

6

自動車運送事業者、整備管理者を選任しなければならない

自家用自動車の使用者等は、その使用する自動車が自動車事

故報告規則第２条に規定する事故を引き起こした場合には、

地方運輸局長を経由して国土交通大臣に報告しなければなり

ません

〈自動車事故報告規則（抜粋）〉



7



（事故報告規則での「事故」の定義）

8

第２条 この省令で「事故」とは、次の各号のいずれかに該当する自
動車の事故をいう

１ 自動車が転覆し、転落し、火災を起こし、又は鉄道車両と衝突し、
若しくは接触したもの

２ 十台以上の自動車の衝突又は接触を生じたもの
３ 死者又は重傷者を生じたもの
４ 十人以上の負傷者を生じたもの
５ 自動車に積載された次に掲げるものの全部若しくは一部が飛散し、

又は漏えいしたもの
（略）

６ 自動車に積載されたコンテナが落下したもの
７ 操縦装置又は乗降口の扉を開閉する操作装置の不適切な操作によ

り、旅客に自動車損害賠償保障法施行令第五条第四号に掲げる傷
害が生じたもの



（事故報告規則での「事故」の定義）

9

８ 酒気帯び運転、無免許運転、大型自動車等無資格運転又は麻薬等運転
を伴うもの

９ 運転者の疾病により、事業用自動車の運転を継続することができなく
なったもの

１０ 救護義務違反があったもの
１１ 自動車の装置の故障により、自動車が運行できなくなったもの
１２ 車輪の脱落、被牽引自動車の分離を生じたもの（故障に限る）
１３ 橋脚、架線その他の鉄道施設を損傷し、三時間以上本線において鉄道

車両の運転を休止させたもの
１４ 高速自動車国道又は自動車専用道路において、三時間以上自動車の通

行を禁止させたもの
１５ 前各号に掲げるもののほか、自動車事故の発生の防止を図るために国

土交通大臣が特に必要と認めて報告を指示したもの



（事故報告書の提出）

10

第３条

旅客自動車運送事業者、貨物自動車運送事業者、特定第二種貨物利

用運送事業者及び自家用有償旅客運送者並びに道路運送車両法第五

十条に規定する整備管理者を選任しなければならない自家用自動車

の使用者は、その使用する自動車について前条各号の事故があった

場合には、当該事故があった日から３０日以内に、当該事故ごとに

自動車事故報告書３通を当該自動車の使用の本拠位置を管轄する運

輸管理部長又は運輸支局長を経由して、国土交通大臣に提出しなけ

ればならない



（事故報告書の提出）

11

２ 事故報告規則第十一号及び第十二号に掲げる事故の場合に
は、報告書に次に掲げる事項を記載した書面及び故障の状
況を示す略図又は写真を添付しなければならない

（参考：事故報告規則）
第１１号 自動車の装置の故障により、自動車が運行できなく

なったもの
第１２号 車輪の脱落、被牽引自動車の分類を生じたもの



（事故報告書の提出）

12

１ 当該自動車の自動車検査証の有効期間

２ 当該自動車の使用開始後の総走行距離

３ 最近における当該自動車についての大規模な改造の内容、

施行期日及び施行工場名

４ 故障した部品及び当該部品の故障した部位の名称

５ 当該部品を取り付けてから事故発生までの当該自動車の

走行距離

６ 当該部品を含む装置の整備及び改造の状況

７ 当該部品の製作者の氏名又は名称及び住所
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（事故報告規則での「事故速報」）

14

第４条

事業者等は、その使用する自動車について、次の各号のいずれ

かに該当する事故があったとき又は国土交通大臣の指示があっ

たときは、前条第一項の規定によるほか、電話、ファクシミリ

装置その他適当な方法により、２４時間以内においてできる限

り速やかに、その事故の概要を運輸管理部長又は運輸支局長に

速報しなければならない



（事故報告規則での「事故速報」 ）

15

１ 第２条第１号に該当する事故
２ 第２条第３号に該当する事故であって次に掲げるもの

イ ２人以上の死者を生じたもの（旅客自動車運送事業者
にあっては、１人）

ロ ５人以上の重傷者を生じたもの
ハ 旅客に１人以上の重傷者を生じたもの

３ 第２条第４号に該当する事故
４ 第２条第５号に該当する事故（転覆、転落等）
５ 第２条第８号に該当する事故（酒気帯び運転）



Ⅱ．整備に関する行政情報、整備に関連する業界情報
1．整備に関する行政情報の提供
（1）自動車点検基準の改正（令和３年１０月１日施行）について

16

【点検基準の改正概要】

〇各構造装置の摩耗・損傷といった外観を点検する項目が主だった点検基準を、電子
制御装置の状態が点検できるよう「車載式故障診断装置の診断の結果」をその他の点
検箇所の点検項目に追加。

◆ 記録簿の「その他」の点検箇所に「車載式故障診断装置の診断の結果」を追加

◆ 大型特殊自動車、被牽引自動車、二輪自動車を除いた自動車に適用

◆ １年（１２ヶ月）毎の点検

◆ 点検は原動機、制動装置、アンチロック・ブレーキシステム及びエアバッグ（か
じ取り装置並びに車枠及び車体に備えるものに限る。）、衝突被害軽減制動制御装
置、自動命令型操舵機能及び自動運行装置に係る識別表示（道路運送車両の保安基
準に適合しないおそれがあるものとして警報するものに限る。）に限定
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Ⅱ．１．（1）自動車点検基準の改正（令和３年１０月１日施行）について
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【点検実施方法】
○スキャンツールを用いる場合
◆ スキャンツールの接続部を車載式故障診断装置と接続し診断の結果を読み取ることに
より点検する。

○識別表示を用いる場合
◆ イグニッション電源をオンにした状態で診断の対象となる識別表示が点灯することを
確認した上で、原動機を始動させ、診断の対象となる識別表示が点灯又は点滅し続けな
いかを目視により点検する。
◆ ただし、自動車メーカー等の作成するユーザーマニュアル等により点検を行うことと
されている場合には、その方法により点検する。

Ⅱ．１．（1）自動車点検基準の改正（令和３年１０月１日施行）について
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Ⅱ．１．（1）自動車点検基準の改正（令和３年１０月１日施行）について
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Ⅱ．1．
（２）冬用タイヤの安全性を確認する

ことをルール化しました

（３）大型車の車輪脱落事故撲滅に向けて
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（３）大型車の車輪脱落事故撲滅に向けて



お知らせ
大型車の車輪脱落事故防止「令和４年度緊急対策」の実施について

・大型車のホイール・ナットの緊急点検等の実施

【ホイール・ナットの緊急点検】

１．適切な点検整備の実施方法

大型車の使用者に対して、タイヤ脱着作業時の適切なホイール・ボルトや
ナットの点検整備等の実施方法の周知。

２．車齢４年以上の大型車（2018 年９月30 日以前に登録された大型
車）の使用者に対して、１．の内容に加え、ホイール・ナットの緊急点検
のお願い。

なお、緊急点検の結果、劣化したホイール・ナットの交換が必要な場合は、
大型自動車メーカー（４社）より左側後輪分の新品のホイール・ナットを
無償提供。

※大型車とは、車両総重量８トン以上のトラック又は乗車定員３０人以上
のバス

22

（３）大型車の車輪脱落事故撲滅に向けて



１．車輪脱落事故防止のための適正な点検整備の実施方法のお知らせ（イメージ）

23
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２．車輪脱落事故防止のための適正な点検整備の実施方法のお知らせ
とホイール・ナットの緊急点検のお願い（イメージ）
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Ⅱ．1．（４）道路運送車両法施行規則等の改正について
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Ⅱ．1．（４）道路運送車両法施行規則等の改正について
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Ⅱ．1．（４）道路運送車両法施行規則等の改正について
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Ⅱ．1．（４）道路運送車両法施行規則等の改正について

見 本

車検証閲覧アプリのＱＲコードから
有効期間を確認！！

有効期間の表示
がありません！

（電子車検証：表面)

（電子車検証：裏面）



Ⅱ．２ その他の整備に関連する情報提供
（1）不正改造車を排除する運動

29

不正改造車を排除するため、関係機関の支援及び自動車関係団体

の協力のもと、毎年６月を強化月間として「不正改造車を排除す

る運動」を全国的に展開し、自動車使用者及び自動車関係事業者

の不正改造車に係る認識の更なる高揚を図るとともに、街頭検査

の重点的実施等により、不正改造車の排除を行っています
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Ⅱ．２．（１）不正改造車を排除する運動
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Ⅱ．２．（１）不正改造車を排除する運動
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Ⅱ．２．（１）不正改造車を排除する運動



不正改造の罰則等（１．不正改造の禁止）
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道路運送車両法第99条の2 （不正改造等の禁止）

何人も、保安基準に適合しなくなるような自動車の改造、装置の
取り付け、取り外し等（不正改造行為）を行ってはいけません

これに違反した場合は、６ヶ月以下の懲役又は３０万円以下の懲
罰が科せられる



不正改造の罰則等（２．整備命令等）

34

道路運送車両法第54条（整備不良に係る整備命令）

地方運輸局長は、自動車が保安基準に適合しなくなるおそれがある
状態又は適合しない状態にあるときは、その使用者に対し、保安基
準に適合しなくなるおそれをなくすため、又は保安基準に適合させ
るために、必要な整備を行うことを命ずることができる

この場合、使用の方法若しくは経路の制限等を指示することもある。

この命令又は指示に従わない場合は、５０万円以下の罰金が科せら
れます

また、この命令又は指示に従わない場合には、当該自動車の使用を
停止することがあり、これに違反した場合には、６ヶ月以下の懲役
又は３０万円以下の罰金が科せられる



不正改造の罰則等（２．整備命令等）
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道路運送車両法第54条の2 （不正改造に係る整備命令）

自動車の改造、装置の取り付け、取り外し等により、保安基準に適合しない状態にある自
動車を不正改造車と呼びます

① 地方運輸局長は不正改造の使用者に対し、保安基準に 適合させるために必要な
整備を行うことを命ずる事があります

② ①の命令を発令したときは、当該自動車に整備命令標章を貼付します

③ 整備命令が取り消されるまでは②の整備命令標章を剥がしてはいけません

④ ①の整備命令を発令された使用者は、１５日以内に必要な整備を行い、当該自動
車及び自動車検査証を地方運輸局長に提示しなければなりません

⑤ 自動車の使用者が①の命令又は指示に従わない場合は、③又は④の規定に違反し
たときは、一定の期間当該自動車の使用を停止することがあります

⑥ ⑤の使用停止期間が満了した後でも、当該自動車が保安基準に適合していなけれ
ば、当該自動車を引き続き使用できません

罰則等

①の整備命令違反及び④の現車提示違反については、５０万円以下の罰金

⑤及び⑥の使用停止違反については、６ヶ月以下の懲役又は３０万円以下の罰金



Ⅱ．２．（２）点検整備推進運動
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自動車ユーザーの保守管理意識を高揚し、点検整備の確実な実施を

図るため、関係機関の支援及び自動車関係団体の協力のもと、全国

統一の強化月間を９月とし、これに加え、各地方が独自に設定する

1ヶ月間を地方独自強化月間として「自動車点検整備推進運動」を

全国的に展開し、自動車ユーザーによる保守管理の徹底を強力に推

進しています

重点点検の実施

・大型車について、ホイールの取付状態や燃料装置、車体フレームの腐
食状態等の本省が選定する箇所に係る点検・整備の重点的な実施及
び結果報告

・黒煙濃度の悪化に大きな影響を与える装置（エア・クリーナ・エレメント、
燃料フィルタ、燃料ポンプ等）の点検・整備を実施
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（自家用大型車ユーザー・運送事業者用）



Ⅱ．２．（３） 情報を取得するための方法に関すること
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関係機関のホームページ
国土交通省 自動車局

http://www.mlit.go.jp/jidosha/index.html

国土交通省 自動車総合安全情報

http://www.mlit.go.jp/jidosha/index.html

環境省 自動車排出ガス等関連

http://www.env.go.jp/air/car/index.html

自動車点検整備推進協議会「点検整備ドットコム」

http://www.tenken-seibi.com

社団法人 日本自動車整備振興会連合会

http://www.jaspa.or.jp/

一般社団法人 日本自動車工業会

http://www.jama.or.jp/

一般社団法人 日本自動車タイヤ協会

http://www.jatma.or.jp/  
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Ⅲ．自動車の安全確保と環境保全に関する情報
1．安全確保に関する情報
（1）降積雪期における輸送の安全確保の徹底について



（参考資料）

40
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（参考資料）
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Ⅲ．1．（2）冬用タイヤ交換時期に向けて
ホイールナットの確実な締め付け等の徹底を呼びかけました



Ⅲ．１．（３）タカタ製エアバッグに関する車検停止措置
の対象車両の追加について
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Ⅲ．１．（３）タカタ製エアバッグに関する車検停止措置
の対象車両の追加について



Ⅲ．２．その他の安全・環境に関する情報

（1）先進安全自動車（ASV）について

１．先進安全自動車（ASV）とは？

45

「先進安全自動車（ASV）」は、先進技術を利用してドライバーの
安全運転を支援するシステムを搭載した自動車です
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①ドライバー支援の基本理論
ASV技術はドライバーの意志を尊重し、ドライバーの安全運転を支援
するものです
あくまでもドライバーが主体的に、責任を持って運転するという前提
にたっています

②ドライバー受容性の確保
ASV技術はドライバーが使いやすく、安心して使えるような配慮をし
ますつまり、ヒューマン・インターフェースの設計が適切に行われて
いることをいいます

③社会受容性の確保
ASV技術を搭載した自動車は、他の自動車や歩行者などと一緒に走行
するので、社会から正しく理解され、受け入れられるよう配慮します

２． ASVの基本理論



３．実用化されたASV技術

現在、多くのASV技術が実用化されている

47

前方障害物衝突被害軽減ブレーキ 車線逸脱警報装置（LDW）
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ペダル踏み間違い時加速抑制装置 後退時後方視界情報提供装置（バックカメラ）

レーンキープアシスト 後側方接近車両注意喚起装置



４．先進安全自動車（ASV）の導入に対する支援
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１．実施する補助事業
次に掲げる機器の取得に係る経費に対し補助を行います

• 衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き）
• ふらつき注意喚起装置
• 車線逸脱警報装置
• 車線維持支援制御装置
• ドライバー異常時対応システム
• 先進ライト
• 側方衝突警報装置
• 統合制御型可変式速度超過抑制装置
• アルコール・インターロック

国土交通省では、自動車運送事業者における交通事故防止のための
取組みを支援する観点から、先進安全自動車（ASV）の導入に対す
る補助を行っている。
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先進安全自動車に関する詳細は、国土交通省ホームページ「車両・交
通システムの先進テクノロジー（先進安全自動車）」をご覧ください

http;//www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/01asv/index.html

２．補助制度の内容
補助対象事業者、補助対象機器、申請方法、補助制度の内容につ
いては、国土交通省のホームページに掲載

http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/01asv/esc_02.html



Ⅲ．２．（２）メールマガジン「事業用自動車安全通信」について
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国土交通省自動車局では、事業用自動車による悲惨な事故の犠牲

になる方が一人でも少なくなるよう、運輸マネジメントの浸透、

運行管理制度の徹底、重大事故を引き起こした事業者への監査の

実施等、自動車交通の安全の徹底に日々取り組んでいます。皆様

におかれましては、事業用自動車の安全体質の確立のため、様々

な事故情報を下に日々の安全教育を進めていることと思いますそ

のような状況を踏まえて、事業者から行政へ事故報告があったも

ののうち、重大事故の状況や運行管理での問題事例等について、

できるだけ迅速に直接皆様にお届けして、日々の点呼等に活用し、

安全教育に生かしていただけるよう配信しております
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Ⅲ．２．（２） メールマガジン「事業用自動車安全通信」について

関東運輸局ホームページ https://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/

クリック！



メールマガジン「事業用自動車安全通信」を活用して事故防止！

７４



Ⅲ．2．（3）自動車のリコール制度

54

※ リコール・改善対策の際には、安全確保の観点などから修理を
必ず受けるようにしましょうなお、道路運送車両法では、自動車
ユーザーにもご自分の自動車が保安基準に適合するよう点検・整備
する義務がありますこの点からも、修理を受ける必要があります

リコール制度とは、設計・製造上の問題により安全の確保の

ため自動車メーカー等が国土交通省に届けて、自動車の回

収・修理を行うものですこの他にも改善対策、サービスキャ

ンペーンといった改善措置があります。



自動車のリコール・不具合情報
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Ⅲ．2．（3） 自動車のリコール制度



Ⅲ．2．（3） 自動車のリコール制度

56

迅速なリコールの実施

リコール隠し等の不正行為の防止

皆様が所有する自動車に不具合が発生した際には、情報をお寄
せいただけますようお願いします

国土交通省では、自動車不具合情報ホットラインを通じて、皆様の
お車に発生した不具合情報を収集しております国土交通省では、寄
せられた不具合情報を分析し、次のように役立てております。



57

Ⅲ．２．（４）トラック輸送の「標準的な運賃」が定められました
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Ⅲ．２．（5）重量違反が道路を壊す



整備管理者制度の趣旨及び目的

59

本来、自動車の点検及び整備並びに車庫の管理につい

ては使用者が自主的に行うところ、使用する車両の台数

が多い場合には、管理・責任体制が曖昧になるおそれが

あることから、自動車の使用者が整備管理者を選任し、

点検・整備に関する管理・責任体制を確立することに

よって、自動車の安全確保、環境保全を図ることを目的

としている

Ⅳ．整備管理者の役割
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整備管理者の選任を必要とする使用者

たとえば、自家用幼児専用バスで、大人換算で乗車定員１４人であるなら
２両以上で１名の整備管理者の選任が必要になる
※テキスト参照

自動車の使用者は、使用の本拠ごとに整備管理者を選任しなければならな
い。
（道路運送車両法第５０条、同法施行規則第３１条の３）

整備管理者になるには・・・

・

自動車整備士技能検定合格証書を所持（１，２または３級）
または

自動車整備の実務経験２年以上の実務経験証明書と
整備管理者選任前研修修了証明書の所持



整備管理者の法定業務
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① 日常点検の実施方法を定めること
② 日常点検の結果に基づき、運行の可否を決定すること
③ 定期点検を実施すること
④ 日常・定期点検のほか、随時必要な点検を実施すること
⑤ 日常・定期・随時必要な点検の結果、必要な整備を実施すること
⑥ 定期点検及び⑤の整備の実施計画を定めること
⑦ 定期点検整備記録簿、その他の点検及び整備に関する記録簿を管理

すること
⑧ 自動車車庫を管理すること
⑨ ①～⑧を処理するため、運転者、整備員その他の者を指導し、又は

監督すること

整備管理者は、以下に掲げる事項の執行に係る基準に関する整備管理規程を
定め、これに基づきその業務を行わなければならない。
（道路運送車両法施行規則第３２条：整備管理者の権限等）

その他、整備管理者は、次の例を示すような能力を要求されます。



法令の理解能力

ア．道路運送車両法、同施行規則、道路運送車両の保安基準、道
路運送法、貨物自動車運送事業法、貨物自動車運送事業輸送
安全規則、旅客自動車運送事業運輸規則、自動車事故報告規
則 等

イ．諸通達

管 理 能 力

ア．日常点検の実施
イ．定期点検の計画と実績の検討
ウ．使用車両の把握と定期点検のほか点検整備の計画と実績の検

討
エ．継続検査日時の計画と実績の検討
オ．車庫の管理
カ．作業の安全管理

事 務 能 力
ア．臨時整備、路上故障の検討
イ．点検整備記録簿等の処理
ウ．使用車両の経済性の検討

指 導 能 力
ア．運転者の指導
イ．整備員の指導

62



整備管理者の補助者の選任
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整備管理者が自ら業務を行うことができない場合は、施行
規則第３２条２項に基づき、業務の執行に係る基準を定め、
これに基づき、予め選任された補助者を通じて、運行可否
の決定及び日常点検の実施の指導、日常点検に係る業務に
限って執行することができます

しかし

整備管理者は、道路運送車両法第５０条に基づき、同法施行規
則第３２条第１項各号業務を自ら執行しなければならない
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（１）補助者は、①又は②から選任すること
①整備管理者の資格要件を満足する者
②整備管理者が研修等を実施して十分な教育を行った者

（２）補助者の氏名等及び補助する業務の範囲が明確である
（３）整備管理者が、補助者に対して次表の研修等の教育を行う
（４）整備管理者が、業務の執行に必要な情報を補助者に予め伝達

しておく
（５）整備管理者が、業務の執行結果について、補助者から報告を

受け、また必要に応じて結果を記録・保存する

この業務の執行に係る基準は、

次の条件を満足するものであり、かつ、条件を満足していること
が整備管理規程により担保されていることが必要です。

補助者の選任
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教育をするとき 教 育 の 内 容

１．補助者を選任するとき ・整備管理規程の内容
・整備管理者選任前研修の内容（整備管理

者の資格要件を満足する者に対しては実
施しなくてもよい）

２．整備管理者が整備管
理者選任後研修を受
講したとき

・整備管理者選任後研修の内容（他の営業
所において、整備管理者として選任されて
いる者に対しては実施しなくてもよい）

３．整備管理規程を改正し
たとき

・改正後の整備管理規程の内容

４．行政から情報提供を受
けたとき、その他必要
なとき

・行政から提供された情報等必要な内容

補助者への教育



整備管理者の責任
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整備管理者は、職務の重要性と自己の責任を十分認識
し、その職務を的確に遂行する必要があります

自動車の使用者から「自動車の点検・整備及び自動車の車庫
の管理」に関する事項を処理するため必要な権限が与えられ、
これらの職務の執行責任者として業務を実施する。

整備管理者が職務を怠り、自動車の点検・整備に係る事故が
発生した場合は、整備管理者が直接的に責任を負うことにな
ります。
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１．自動車運送事業者の監査実施状況（関東管内）

業態別の監査処分状況

注１： 監査実施事業者数は令和３年度に実施した事業者数を、処分事業者数等は令和３年度に処分した事業者数等を示す。
２： 処分事業者数には、警告・勧告を含む。
３： 車両の使用停止事業者数及び事業の停止事業者数は、処分事業者数の内数である。
４： （ ）内は令和２年度を示す。
５： 呼出監査欄は、行政処分等に基づく改善状況の確認のための呼出監査を含まない。

【参考資料１】

業態別
監査の
種 類

監査実施事業者数 処分事業者数
車両の使用停止 事業の停止

許可取消し
事業者数 事業者数

バ ス

特別監査
0 (0) 0 (1) 0 (1) 0 0

臨店監査
72 (46) 34 (65) 15 (42) 2 0

呼出監査
195 (11) 18 (3) 8 (1) 0 0

小 計
267 (57) 52 (69) 23 (44) 2 0

ハイタク

特別監査
0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 0

臨店監査
28 (23) 20 (39) 20 (30) 0 0

呼出監査
66 (45) 16 (32) 16 (14) 0 0

小 計
94 (68) 36 (71) 36 (44) 0 0

トラック

特別監査
10 (19) 19 (2) 15 (12) 2 2

臨店監査
117 (127) 127 (9) 100 (119) 9 1

呼出監査
238 (40) 40 (1) 33 (20) 1 0

小 計
365 (168) 186 (184) 148 (151) 12 3

合 計

特別監査
10 (14) 19 (17) 15 (13) 2 2

臨店監査
217 (175) 181 (249) 135 (191) 11 1

呼出監査
499 (104) 74 (58) 57 (35) 1 0

合 計
726 (293) 274 (324) 207 (239) 14 3
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２．整備管理関係の指摘事項

注１：業態別欄の（ ）内は監査処分事業者数を示し、比率（％）は監査処分事業者に対する指摘割合を示す。
注２： は、各業態中でもっとも多い指摘事項を示す。
注３：同じ指摘事項を複数指摘される場合があるため、指摘件数は必ずしも事業者数ではない。

【参考資料２】

業態別
バス (52) ハイタク (36) トラック (186) 合計 (274)

指摘事項 件 数 比率(%) 件 数 比率(%) 件 数 比率(%) 件 数 比率(%)

整備管理者の未選任 0 - 0 - 0 - 0 -

整備管理者の選任未届出 0 - 2 5.6 6 3.2 8 2.9 

整備管理者の研修未実施 4 7.7 2 5.6 35 18.8 41 15.0 

整備不良車両等 0 - 0 - 0 - 0 -

日常点検未実施 0 - 0 - 0 - 0 -

無車検運行 3 5.8 4 11.1 5 2.7 12 4.4 

定期点検整備等未実施 9 17.3 11 30.6 114 61.3 134 48.9 

点検整備記録簿未記載等 0 - 0 - 7 3.8 7 2.6 

合 計 16 19 167 202 

整備管理者の解任命令 0 0 0 0 
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３．一般乗合旅客自動車運送事業者に対する行政処分の基準（車両管理抜粋）
（令和３年５月３１日改正）
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３．一般貸切旅客自動車運送事業者に対する行政処分の基準（車両管理抜粋）
（令和３年５月３１日改正）
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３．一般乗用旅客自動車運送事業者に対する行政処分の基準（車両管理抜粋）
（令和３年５月３１日改正）
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３．貨物自動車運送事業者に対する行政処分の基準（車両管理抜粋）
（令和３年５月３１日改正）



整備管理者解任命令

73

道路運送車両法第５３条

地方運輸局長は、整備管理者がこの法律若しくはこの法律に基く命
令又はこれらに基く処分に違反したときは、大型自動車使用者等に
対し、整備管理者の解任を命ずることができる

整備管理者が道路運送車両法若しくは道路運送車両法に
基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したときは、
使用者に対し、整備管理者の解任を命ずることができる
規程が設けられています。

また、整備管理者を解任されると解任の日から２年（道路運送車両
法施行規則第３１条の３第１号及び第２号の規定の適用を受けて
選任される整備管理者にあっては５年）を経過しない者を選任する
ことができず、当然のことながら補助者にも選任できません。



74

整備不良が主な原因となる事故が発生した場合であって、その調査の結
果、当該自動車について日常点検整備、定期点検整備等が適切に行われ
ていなかったことが判明した場合

整備不良が主な原因となる事故が発生した場合であって、その調査の結
果、整備管理者が日常点検の実施方法を定めていなかったり、運行可否
の決定をしていなかった等整備管理規程に基づく業務を適切に行ってい
なかったことが判明した場合

整備管理者が自ら不正改造を行っていた場合、不正改造の実施を指示・
容認した場合又は不正改造車の使用を指示・容認した場合

選任届の内容に虚偽があり、実際には資格要件を満たしていなかったこ
とが判明した場合又は選任時は資格要件を満たしていたものの、その後、
資格要件を満たさなくなった場合

日常点検に基づく運行の可否決定を全く行わない、整備管理規程の内容
が実際の業務に即していない等、整備管理者としての業務の遂行状態が
著しく不適切な場合

整備管理者に以下のような事例が発生した場合には、解任命令の対象
となることがあります。



解任命令の理由

★道路運送車両法第４0条及び同法第41条の規定違反

第40条：自動車は、その構造が、次に掲げる事項について、国土交通省令で定め

る保安上又は公害防止その他の環境保全上の技術基準に適合するものでなければ、運行
の用に供してはならない。

第41条：自動車は、次に掲げる装置について、国土交通省令で定める保安上又は公害防
止その他の環境保全上の技術基準に適合するものでなければ、運行の用に供してはなら
ない。
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整備管理者の解任命令事例

【事例】

一般（臨店）監査を実施した際、営業所に配置されている車両が保安
基準不適合状態（不適合状態（不正改造状態）であることが確認された
ため、整備命令書を発令した。

その後の調査により、整備管理者は当該車両に対して自ら保安基準に
適合しなくなるような改造を行ったこと及び当該車両が不正改造状態で
ある事実を認識していながら運行の可否決定をして出庫させていたこと
道路運送車両法第４０条及び同法第４１条の規定違反を確認した。
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【参考】不正改造例及び整備命令標章（見本）
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選任前研修

整備管理者になろうとする者は、自動車の安全性を確保するための整備技術、
自動車の管理能力等などが求められてるとともに道路運送車両法等の法令の基
礎的な知識を有していることが必要であることから、当該研修において、これ
らの能力や知識を具備してもらう。

なお、自動車整備士技能検定の合格者については、整備管理者としての能力
を有していると解されることから、選任前研修の修了は必要がない。

選任後研修

法令により自動車運送事業者は、選任している整備管理者に当該研修を受講
させることが義務づけられている。

選任後研修は、選任している整備管理者が、選任後、自動車技術の進歩及び
保安基準などの法令改正その他の自動車を取り巻く環境の変化について受講す
ることにより、整備管理者としての管理能力を維持・向上、また、適切に自動
車の点検・整備を行わせるために必要な知識の習得の場となる。

受講計画を立てるなどして、受講漏れがないようにする必要がある。

整備管理者の研修
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整備管理者表彰制度

○主な表彰基準

（１）運輸支局長表彰

1. 自動車運送事業の整備管理者として１０年（うち現在の事業者で５年）以上
従事していること。

2. 整備管理業務に関する効果的な業務手法の考案又は改善等の功績を有し、整
備管理者の業務を適確に実施し、勤務状態等が優良であること。

3. ５年以上、道路交通法第１０８条の３４に基づく通知がなされる事故（装置
の故障が主原因である場合に限る）又は自動車事故報告規則第２条第６号及
び７号（タイヤ脱輪に限る）に規定する事故(点検整備が不適切であった場
合に限る）に係る整備管理上最も責任ある者に該当しないこと 等。

（２）運輸局長表彰

1. 運輸支局における整備管理者表彰を受賞した者。

2. 自動車運送事業の整備管理者として１５年（うち現在の事業者で１０年）
以上従事していること。

3. ③（１）②及び③に同じ。

整備管理業務において優良であると認められる者を表彰する制度



Ⅴ．１ 点検・整備の義務、目的及び体系等
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自動車の使用者は、道路運送車両法第４７条の２の
日常点検整備及び第４８条の定期点検整備とあわせ、
自動車製作者等の提供する点検及び整備に関する情報
等も参考として、自動車の使用状況に応じた点検整備
を行うことにより、自動車を保安基準に適合するよう
に維持する義務があります

Ⅴ．自動車の点検整備（日常点検・定期点検）の内容



Ⅴ．１．（１）点検・整備の体系

第１章 総則

第２章 自動車の登録等

第３章 道路運送車両の

保安基準

第４章 道路運送車両の

点検及び整備

第５章 道路運送車両の

検査等

第５章の２ 軽自動車検査協会

第６章 自動車の整備事業

第６章の２ 登録情報処理機関

第７章 雑則

第８章 罰則

80

道
路
運
送
車
両
法

第４７条 使用者の点検及び整備
の義務

第４７条の２ 日常点検整備
第４８条 定期点検整備
第４９条 定期点検整備記録簿
・・・・
第５７条 自動車の点検及び整

備に関する手引

自動車の点検及び整備に関する手引
（平成１９年国土交通省告示第３１７号）

運輸省令 自動車点検基準
・日常点検基準
・定期点検基準
・自動車の点検及び整備に関する情報 等



Ⅴ．１．（２）及びⅤ．１．（３）使用管理の体系

81

整備管理の体系

計画整備・臨時整備の実施状況、記録状況等から、運行の

可否決定、必要な整備、路上故障の分析検討等、定期点検

整備との関連づけ

使用管理の体系

車両の使用過程における車両管理の実施状況・記録状況か

ら統計・分析費用を検討する



Ⅴ．２ 日常点検整備と定期点検整備の内容及び項目
Ⅴ．２．（１）日常点検整備
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• 事業用自動車等の使用者又は自動車を運行する者は１日１回運行の開始

前に目視等により日常点検を実施しなければなりません。

• 点検箇所は、自動車点検基準 別表１に定められています。

• なお、不具合箇所が報告されたときは、運行の中止等が生じますので、

運行管理者との連携が必要です

Ⅴ．２．（２）定期点検整備

• 事業用自動車等については、３ヶ月毎に定期点検を実施しなければな
りません

• また、自動車の使用状況に応じて、点検基準を作成し、実施計画を定
め、確実に実施しなければならない

• 点検箇所は、トレーラ以外については、自動車点検基準（別表第３）
に、トレーラについては、 自動車点検基準（別表第４）に定められ
ています



Ⅴ．２．（３）日常点検の実務
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●点検時の要点

① 冷却水量

② エンジンオイル

③ タイヤの空気圧、ホイール・ホイールナット等の状態

④ タイヤの溝の深さ、損傷・異物の有無

⑤ バッテリ液量

⑥ ブレーキ液量

⑦ パーキング・ブレーキ・レバーの引きしろ

⑧ ウインド・ウォッシャの液量・噴射状態



Ⅴ．２．（４）定期点検の実務
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定期点検整備計画（実施）表等を作成して、計画的に定期点検を

実施する

定期点検を実施したときは、その旨及び実施者等を記入し実施状

況を把握する

使用者は定期点検記録簿を自動車に据え置き、その写しを営業所

又は事務所に保存する

予防整備ガイドラインを活用して車両の管理を
徹底しましょう！



Ⅴ．２．（５）定期点検と特定整備
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定期点検の実施は、点検基準にそって実施しますが、特定

整備を行わなければ点検できない箇所や、点検の結果によ

り特定整備が必要となる場合がある

自動車運送事業者が、有償・無償に関わらず、繰り返しま

たは反復的に自社車両の特定整備を行う場合でも、未認証

行為に該当するため、認証を受けなければならない



【参考】
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道路運送車両法第７８条（認証）

自動車分解整備事業を経営しようとする者は、自動車特定整備事業の
種類及び特定整備を行う事業場毎に、地方運輸局長の認証を受けなけ
ればならない

道路運送車両法第１０９条（罰則）

次の各号のいずれかに該当する者は、５０万以下の罰金に処する

１．～10．（略）

11．第７８条第１項の規程による認証を受けないで

自動車特定整備事業を経営した者



道路運送車両法施行規則第３条
（特定整備の定義）
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１ 原動機を取り外して行う自動車整備又は改造

２ 動力伝達装置のクラッチ、トランスミッション、プロペラシャフト又はデファレ
ンシャルを取り外して行う自動車の整備又は改造

３ 走行装置のフロント・アクスル、前輪独立懸架装置又はリア・アクスル・シャフ
トを取り外して行う自動車の整備又は改造

４ かじ取り装置のギヤ・ボックス、リンク装置の連結部又はかじ取りホークを取り
外して行う自動車の整備又は改造

５ 制動装置のマスタ・シリンダ、バルブ類、ホース、パイプ、倍力装置、ブレー
キ・チャンバ、ブレーキ・ドラム若しくはディスク・ブレーキのキャリパを取り
外し、又は二輪の小型自動車のブレーキ・ライニングを交換するためにブレー
キ・シューを取り外して行う自動車の整備又は改造

６ 緩衝装置のシャシばね（コイルばね及びトーションバー・スプリングを除く）を
取り外して行う自動車の整備又は改造

特定整備とは、第1号から第7号までのいずれかに該当するもの（以下
「分解整備」という。）又は第8号若しくは第9号に該当するもの（以下
「電子制御装置整備」という。）をいう。）



道路運送車両法施行規則第３条
（特定整備の定義）
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７ けん引自動車又は被けん引自動車の連結装置（トレーラ・ヒッチ及びボール・カ
プラを除く）を取り外して行う自動車の整備又は改造

８ 次に掲げるもの（以下「運行補助装置」という。）の取り外し、取付位置若しく
は取付角度の変更又は機能の調整を行う自動車の整備又は改造（かじ取り装置又
は制動装置の作動に影響を及ぼすおそれがあるものに限り、次号に掲げるものを
除く。）

イ 自動車の運行時の状態及び前方の状況を検知するためのセンサー
ロ イに規定するセンサーから送信された情報を処理するための電子計算機
ハ イに規定するセンサーが取り付けられた自動車の車体前部又は窓ガラス

９ 自動運行装置を取り外して行う自動車の整備又は改造その他の当該自動運行装置
の作動に影響を及ぼすおそれがある自動車の整備又は改造
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Ⅴ．２．（７）自動車車庫の管理

94

自動車の車庫は、次の運行の準備、点検等を行う場所で能率的

に作業ができるよう器具等の配置を配慮して、車両の環境整備

を築きあげることが必要です

自動車点検基準に車庫に関する規定が定められています



Ⅵ．１．（１）道路運送車両法の目的
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この法律は、道路運送車両に関し、所有権について

の公証等を行い、並びに安全性の確保及び公害の防

止その他の環境の保全並びに整備についての技術の

向上を図り、併せて自動車の整備事業の健全な発達

に資することにより、公共の福祉を増進することを

目的とする。

Ⅵ．車両管理上必要な関係法令



Ⅵ．１．（２）道路運送車両法の体系
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道路
運送

車両法

政 令

国土交通省令

・総則 ・自動車の登録等 ・道路運送車両の保安基準
・道路運送車両の点検及び整備
・道路運送車両の検査等 ・軽自動車検査協会
・自動車の整備事業 ・登録情報処理機関
・雑則・罰則

・道路運送車両法施行令
・自動車登録令
・道路運送車両法関係手数料令

・道路運送車両法施行規則
・道路運送の保安基準
・自動車点検基準
・自動車整備士技能検定規則
・自動車型式指定規則



Ⅶ．１．車両管理の義務及び目的
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自動車の使用者は、経済的な運用、車両欠陥による事

故防止、整備不良に伴う排気ガス・騒音等の公害防止等

のため車両を管理することが必要である

これら自動車の保安確保、公害防止対策としての整備

管理と経済的な運用をするための使用管理を合理的に行

うことを車両管理という

Ⅶ．車両管理の内容



Ⅶ．２．車両管理の内容と実務
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（１）燃費の管理
燃料の消費は、運転操作・路面状況・交通状況によっても左右

されますが、点検整備の実施や運転操作を適切に行うことは燃料
消費の節減に大きな効果がある

• エア・クリーナの清掃や、エンジンオイルの汚れ・油量
等、燃費を悪くしないための点検を実施

• 急発進・急加速・急減速をさせない等のエコドライブテ
クニックを運転者に指導
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（２）油脂の管理

エンジンオイルの消費量は、補給量と交換量に分けて把握する
ことが大切です。交換時期は、オイルの劣化程度によって適切
に決めなければなりません

潤滑オイルは、良質で安価なものが良いのは当然ですが、使用
目的に応じたものを選定する必要がある

（３）タイヤの管理

選定基準、ローテーション等の使用基準を定めて適切に行うこ
と。特に、当該自動車に使用できるタイヤのサイズ、空気圧、
摩耗限度等を把握しておくこと等の確実な管理により無駄がな
くなり、タイヤの寿命が延びる等の経費削減にも役立ちます



Ⅷ．運転者等に対する指導教育
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運転者及び整備要員に対し十分な指導監督を行うためには、整

備管理者自らが、安全の確保についての職務をよく認識し、整備

管理規程、使用上の基準や最新技術の習得に努めて、実務や知識

を熟知し実態に通じていなければならない

さらには「日常点検はなぜ必要なのか」、「日常点検と定期点

検の項目が違うのはどうしてなのか」、また、「オイルの消費量

が多くなるのはなぜか」、「適正なタイヤ空気圧とは何か」等々

を常に考え、確かめる力を養っておく必要がある

Ⅷ．運転者等に対する指導教育（方法と実務）
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また、近年の経済状況では自動車の使用年数が延長傾向にある

ことから、自動車の使用実態を把握し、自動車の構造・装置の状

態変化を見据えた点検・整備を実施して常に良好な状態を維持す

ることが必要である

運転者等に対して、全般的な指導教育を実施するとともに、１

人１人についても適切なアドバイスを与えるなどして安全の確保

と経済使用の必要性を正しく理解させて、運転者及び整備要員が

自覚を持って業務に精励できるように、科学的根拠に基づき教育

することが重要である



Ⅷ．１．自動車の構造・装置
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Ⅷ．１．自動車の構造・装置
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Ⅷ．１．自動車の構造・装置
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Ⅷ．１．自動車の構造・装置
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Ⅷ．２．日常点検の方法
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（１）運転者等に日常点検の必要性を説明する

・道路運送車両法において実施の義務付け

・１日の運転を行うために車両の状態に異常がないか確認

・走行時のトラブルを未然に回避

（２）日常点検をスムーズに実施するための留意点を説明する

・平たんな場所での実施

・タイヤに輪止めをかける等

（３）効率の良い方法を運転者等に指導する

・日常点検の実施手順の策定

・日常点検表やチェックシートを運転者等に渡す



Ⅷ．２．日常点検の流れ（例）
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要
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Ⅷ．３．車両故障や事故時の処置方法
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出典：「貨物自動車の安全運転実技教本」（陸上貨物運送事業労働災害防止協会）

事
故
発
生

直
ち
に
止
め
る

交通が頻繁な車線
上で動けなくなっ
た場合は非常信号
用具等を用いて後
続車を止める

事故の続発を未然
に防ぐため、他の
交通の妨げになら
ないよう路肩や空
き地のような安全
な場所に車を移動
させ、エンジンを
切る

●警察官がそば
に居るときは、
警察官の指示に
従う
●居合わせた人
の協力を得る

出火の有無と
燃料の流出が
ないかを確か
める

●出火している場合
は、初期消火に努め
る
●燃料の流出、臭気
があるときは「火気
厳禁」を周囲に喚起
する

状況を素早く把
握する

負傷者がいる場
合は、可能な応
急救護処置を行
う

最寄りの警察署に通
報する（高速道路で
は「非常電話」）
・場所、事故概要
・負傷者の有無、被
害の程度
・損壊の程度、積載
物

●むやみに負傷者を動かさない
●とくに頭部や頸部に傷を受けているときは、”動かすと危険”、そのままの姿勢で救急車の到着を待つ
●ただし、後続事故のおそれがある場合は、早く負傷者を救出して安全な場所に移動させる
●とくに負傷者が出火している車の中に取り残されたり、後続車が通過するおそれのある路上に投げ出されているときは迅
速に救出する
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